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１ 優先交渉権者選定基準の位置付け

本優先交渉権者選定基準は、鹿児島市水道局（以下「局」という。）が公募型プロポーザル方

式により、河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業（以下「本事業」という。）の優先交渉権

者を決定するための選定方法及び評価基準等を示すものである。

２ 選定方法

本事業は、民間企業の技術力・ノウハウ等を総合的に評価して選定する必要があることから、

優先交渉権者の選定については、技術提案に係る非価格要素及び応募者が提出した見積金額（以

下「提案価格」という。）を総合的に評価する公募型プロポーザル方式により実施する。

なお、応募者が１グループであった場合でも、本優先交渉権者選定基準に基づき審査を行う。

３ 選定の体制

  局は、公平性及び透明性を確保しながら、客観的な評価等を行うために局の職員により構成

される河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

と学識経験者等から構成される河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業意見聴取委員（以下

「意見聴取委員」という。）を設置する。

意見聴取委員は、プレゼンテーション及びヒアリングにも参加し、応募者からの提案内容等

について、専門家としての意見を述べる。

事業者選定委員会は、意見聴取委員の意見等を踏まえて、提案内容を総合的に評価したうえ

で最終審査を行い、最優秀提案者を選定する。
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４ 優先交渉権者決定までのフロー

※局が提出書類に軽微な不備の補正などが必要であると判断した場合を除く。

提案価格の確認 失格

【参加資格審査】

参加資格確認申請書等の確認 失格

参加資格要件の審査 失格

【提案審査（基礎審査）】

提案書の確認 失格

提案内容の確認 失格

【提案審査（提案内容の審査）】

【価格評価】 【技術評価】
（意見聴取委員）

【決定・公表】

　優先交渉権者の決定
　審査結果の通知・公表

【総合評価】 失格

・技術評価点及び価格評価点を総合して評価

【最優秀提案者の選定】

・総合評価を受けて最優秀提案者を選定

・ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ及びﾋｱﾘﾝｸﾞの欠席

事業費限度額の超過

意見聴取

書類不備 ※

参加資格要件を満たさない

書類不備 ※

要求水準を満たさない

・最低技術評価点を下回る

意見

選定委員会 意見聴取委員 局

・評価項目に基づく評価

・プレゼンテーション及び

ヒアリング
価格評価点の算出

・専門家として意見

・プレゼンテーション及び

ヒアリング
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５ 参加資格審査

（１）参加資格確認申請書等の確認

局は、応募者から提出された参加資格確認申請書等について、募集要項等により求めた提出

書類が全て揃っていることを確認する。

局は、提出書類に軽微な不備の補正などが必要であると判断した場合は、補正もしくは再提

出又は追加書類の提出を求めることがある。

書類不備と判断した場合は、失格とする。

（２）参加資格要件の審査

局は、応募者が参加表明時に提出した参加資格確認申請書等について、募集要項で規定する

本事業を実施するための参加資格要件を有しているか審査を行い、審査結果を応募者に通知す

る。

なお、参加資格要件の確認基準日は参加表明書の提出日とする。

６ 提案審査

（１）基礎審査

ア 提案書の確認

局は、参加資格審査において参加資格要件を満たすことを確認した応募者から提出され

た提案書について、提出書類が全て揃っていることを確認する。

    局は、提出書類に軽微な不備の補正などが必要であると判断した場合は、補正もしくは

再提出又は追加書類の提出を求めることがある。

  書類不備と判断した場合は、失格とする。

    

イ 提案価格の確認

局は、提案価格が事業費限度額の範囲内であることを確認する。

提案価格が設計・建設工事の事業費限度額または維持管理業務の事業費限度額を超過し

た場合は失格とする。

ウ 提案内容の確認

局は、提案された内容が要求水準を満たしているか確認する。

局は、提案書に軽微な不備の補正などが必要であると判断した場合は、補正もしくは再

提出又は追加書類の提出を求めることがある。

要求水準を満たさないと判断した場合は、失格とする。

  エ 基礎審査結果の通知

    失格の場合のみ、プレゼンテーション及びヒアリング実施日の前日までに応募者の代表

企業に書面により通知する。
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（２）提案内容の審査

  ア 価格評価及び技術評価

選定委員会は、提案書に記載された提案内容及び提案価格について、総合的に審査を行

う。提案書に記載された内容については、「７（３）技術提案内容の審査項目の得点化方法

と技術評価点」に従い得点化し、提案価格については、「７（５）提案価格の得点化方法と

価格評価点」に従い得点化を行う。

イ 総合評価

  選定委員会は、提案価格と提案内容をそれぞれ得点化したものを加えた総合評価点を算

定する。

（３）最優秀提案者の選定

  選定委員会は、総合評価点が最も高い提案を最優秀提案とし、当該提案の応募者を最優

秀提案者に選定する。

  なお、総合評価点が同点の提案が２者以上あるときは技術評価点の高い提案を上位の提

案とし、最優秀提案者に選定する。さらに、技術評価点が同点の場合は、当該者によるく

じ引きにより最優秀提案者を選定する。

（４）優先交渉権者の決定

  局は、選定委員会の選定結果をもとに優先交渉権者を決定する。

交渉の結果又はその他の理由により、優先交渉権者と「基本契約」、「設計及び建設工事請

負契約」及び「維持管理業務委託契約」（以下「事業契約」という。）を締結することがで

きない事由が生じた場合は、最優秀提案者の次に順位の高かった応募者を交渉権者（以下

「次位交渉権者」という。）とし、事業契約の締結に向けた交渉を行うものとする。

  なお、次位交渉権者以降の交渉順は、選定結果の上位の順に行うものとする。

（５）審査結果等の通知及び公表

  局は、選定委員会における審査及び選定の結果等を取りまとめて、応募者に対して書面

にて通知するとともに、局ホームページで公表する。優先交渉権者と次位交渉権者への書

面通知には、優先交渉権者であること、次位交渉権者であることを明記する。

  また、各応募者の総合評価点の算定結果は公表する。応募者名の公表については、優先

交渉権者となった応募者は代表企業及び構成企業名を公表し、優先交渉権者以外の応募者

は代表企業名のみの公表とする。

７ 総合評価点の内容

（１）技術評価点と価格評価点の配点

  技術評価点と価格評価点の配点割合は、７：３とする。

  総合評価点は 1,000 点とし、技術評価点を 700 点、価格評価点を 300 点とする。
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（２）技術評価審査の審査項目及び配点

   技術評価点の算出について、技術評価審査の審査項目及び配点は、表１の技術評価審査

の審査項目及び配点のとおりとする。また、技術評価審査の配点及び評価内容については

別表に示す。

表１ 技術評価審査の審査項目及び配点

配点

700

188

（１）基本方針に関する提案 9 ① 提案コンセプト

（２）環境配慮に関する提案 39 ① 環境対策

（３）新技術に関する提案 44 ① 新技術の導入

（４）セキュリティの確保に関する提案 17 ① セキュリティの強化

① 見学者のルート及び安全対策

② 見学者の理解度向上

（６）運転維持管理業務に関する提案 26 ① 運転維持管理への配慮

（７）リスク管理に関する提案 9 ① 事業期間中のリスク管理

408

① 実施体制等

② 設計・建設工事の工程計画

③ 導水・浄水・排水処理フロー及び施設能力

④ 全体配置

（２）事前・事後調査業務に関する提案 9 ① 事前・事後調査業務

① 土木・建築施設計画

② 場内外配管

③ 場内外整備

① 導水・浄水・送水設備

② 薬品注入設備

① 受変電設備・非常用自家発電設備・無停電電源設備・負荷設備

② 計装設備

③ 集中監視制御設備

① 施工計画

② 周辺住民への配慮

③ 試運転計画、運転指導業務

52

（１）実施体制 26 ① 実施体制等

（２）業務計画 26 ① 業務計画

52

（１）地域経済への貢献に関する提案 35 ① 地域経済への貢献

（２）地域活動・地域社会への貢献に関する提案 17 ① 地域活動・地域社会への貢献

１－４　地域経済・地域活動への貢献

（６）建設工事に関する提案 53

１－３　維持管理業務に関する事項

（３）土木・建築施設に関する提案 70

（４）機械設備に関する提案 52

１－２　設計・建設工事に関する事項

（１）共通事項 172

（５）電気設備に関する提案 52

（５）見学者に関する提案 44

１－１　事業全体に関する事項

技術評価審査項目（大項目） 技術評価審査項目（中項目）

１．技術評価点
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（３）技術提案内容の審査項目の得点化方法と技術評価点

提案内容の正確な把握及び疑問点の確認のため、応募者によるプレゼンテーション及び

ヒアリングを行った上で、選定委員会の各委員が表２の審査項目の得点化方法により審査

項目ごとの得点化を行う。

なお、プレゼンテーション及びヒアリングの日時、場所及び実施方法等については、基

礎審査において要求水準を満たしていると認められた応募者の代表企業に後日通知する。

表２ 審査項目の得点化方法

評価ランク 判 断 基 準 採点方法

Ａ 特に優れている 配点×1.00

Ｂ 優れている 配点×0.75

Ｃ やや優れている 配点×0.50

Ｄ 要求水準どおり 配点×0.25

技術評価点は、各委員の審査項目ごとの得点の平均点（小数点第３位を四捨五入し、小

数点第２位までを求める。）の合計点とする。

    ただし、表１「１技術評価点 １－４地域経済・地域活動への貢献 （１）地域経済へ

の貢献に関する提案」については、図１の地域経済への貢献に関する提案の点数算出イメ

ージのとおり、設計・建設期間（維持管理期間は含まない。）における地元企業（協力企業

を含む）への分担率を定量的に評価する。

  

満点

0点

20％ 最高割合

[得点]

[分担率]

直線補間

０点

図１ 地域経済への貢献に関する提案の点数算出イメージ
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（４）最低技術評価点

   技術評価点の最低点は、263 点（700 点×0.375）とし、263 点未満の場合は失格とする。

（５）提案価格の得点化方法と価格評価点

   価格評価点は 300 点満点とし、以下の方法で得点を算定する。なお、提案価格（設計・

建設工事費と維持管理業務費を合計した見積金額）が事業費限度額の 80％を下回る提案が

あった場合の価格評価点は 300 点を上限とする。

価格評価点（300 点満点）＝配点（300 点）×（最低提案価格÷当該提案価格）

価格点は、小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位までを求める。

※最低提案価格が事業費限度額の 80％を下回る場合は、事業費限度額の 80％を最低提案価

格とする。

（算出例）

  ・Ａグループ：提案価格 232 億円（応募者の中で最低価格）

         価格評価点 300 点 ×（232 億円／232 億円）＝300.00 点

  ・Ｂグループ：提案価格 289 億円

         価格評価点 300 点 ×（232 億円／289 億円）＝240.83 点

（６）総合評価点

   総合評価点は、技術評価点と価格評価点の合計で算定する。



評価内容

（１）基本方針に関する提案 9 9 ① 提案コンセプト ・基本要件に基づいた提案等を評価

22 ・CO2削減等に関する取組を評価

17 ・設計・建設工事における再生可能エネルギーの導入等への取組を評価

（３）新技術に関する提案 44 44 ① 新技術の導入 ・新技術の導入による安全性の向上、業務効率化等の取組を評価

（４）セキュリティの確保に
　　　関する提案

17 17 ① セキュリティの強化 ・テロ行為や不審者への対策等を評価

22 ① 見学者のルート及び安全対策 ・快適に見学できる取組や安全対策等を評価

22 ② 見学者の理解度向上
・水道の役割や重要性について理解を深められるとともに水道への関心やイメージの
　向上につながる取組等を評価

13 ・運転維持管理の容易性及び安全対策等を評価

13 ・設備更新、修繕に対する施工性等を評価

（７）リスク管理に関する提案 9 9 ① 事業期間中のリスク管理 ・リスク管理の考え方、リスクの把握及び対策等を評価

26 ① 実施体制等
・従事する責任者の資格及び実績等を評価
・常時・非常時の体制等を評価

14 ② 設計・建設工事の工程計画 ・調査設計及び建設工事の工程計画について、実現性の工夫点（工期短縮）等を評価

35 ・本浄水場の特性（原水水質及び水量の変動等）を理解し、水処理を安定的に
　行うための施設や対策等を評価

31 ・非常時（水質汚染、水質変動等）の対策等を評価

31 ・適切な予備力に関する取組等を評価

35 ④ 全体配置 ・最適な全体配置計画等を評価

（２）事前・事後調査業務に
　　　関する提案

9 9 ① 事前・事後調査業務 ・地質、測量、埋設物、その他の調査の計画等を評価

35 ・土木・建築施設の計画、耐震性、耐久性、維持管理性、安全性等を評価

17 ・周辺環境との調和及び周辺住民等への配慮を評価

9 ② 場内外配管
・耐震性、耐久性及び維持管理性等を評価
　※池内の管廊、雨水排水部分の配管等も含む。

9 ③ 場内外整備 ・機能性、維持管理性、耐久性等を評価

26 ① 導水・浄水・送水設備 ・様々な運転条件を考慮した設備仕様等を評価

26 ② 薬品注入設備 ・原水水質、水量に対応可能な薬品注入設備等を評価

13 ①
受変電設備・非常用自家発電設備・
無停電電源設備・負荷設備

・受変電設備、非常用自家発電設備、無停電電源設備及び負荷設備の信頼性や
　維持管理性等を評価

13 ② 計装設備 ・信頼性及び維持管理性等を評価

13 ・監視・操作の信頼性、容易性及び非常時の対策等を評価

13 ・設備の維持管理性等を評価

9 ・各工種における品質を確保するための取組等を評価

9 ・安全面・環境面に配慮した施工方法等を評価

9 ・安全でスムーズな既存施設との切替計画等を評価

17 ② 周辺住民への配慮 ・周辺住民への騒音・振動等に関する対策を評価

9 ③ 試運転計画、運転指導業務
・既存の水運用を考慮した試運転計画等を評価
・運転指導業務等を評価

（１）実施体制 26 26 ① 実施体制等
・従事者の資格及び実績等を評価
・常時・非常時の体制等を評価
・従事者への研修内容及び実施頻度等を評価

（２）業務計画 26 26 ① 業務計画 ・日常及び定期点検、保守点検等の内容や頻度等を評価

（１）地域経済への貢献に
　　　関する提案

35 35 ① 地域経済への貢献 ・設計・建設工事における地域経済への貢献度（分担率）を評価

（２）地域活動・地域社会への
　　　貢献に関する提案

17 17 ① 地域活動・地域社会への貢献 ・地域や地元住民に貢献する活動等を評価

別表　技術評価審査の配点及び評価内容

技術評価審査項目
（大項目）

配点
技術評価審査項目

（中項目）

１．技術評価点 700

運転維持管理への配慮

１－１　事業全体に関する事項 188

（２）環境配慮に関する提案 39 ① 環境対策

（５）見学者に関する提案 44

（６）運転維持管理業務に
　　　関する提案

26 ①

（４）機械設備に関する提案 52

１－２　設計・建設工事に関する事項 408

（１）共通事項 172

（５）電気設備に関する提案 52

導水・浄水・排水処理フロー及び施
設能力

（３）土木・建築施設に
　　　関する提案

70

① 土木・建築施設計画

③

１－４　地域経済・地域活動への貢献 52

集中監視制御設備

（６）建設工事に関する提案 53

① 施工計画

１－３　維持管理業務に関する事項 52

③


